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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 5,480,687,372

売掛金 447,174,999

未収収益 2,748,229

未収金 112,144,872

流動資産合計 6,042,755,472

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 2,920,643,075

減価償却累計額 △ 1,444,571,959

減損損失累計額 △ 99,376,878 1,376,694,238

構築物 50,598,811

減価償却累計額 △ 35,824,944

減損損失累計額 △ 1,258,378 13,515,489

機械装置 35,747,326

減価償却累計額 △ 35,747,318 8

工具器具備品 66,906,188

減価償却累計額 △ 42,218,552 24,687,636

土地 3,574,700,000

減損損失累計額 △ 40,850,000 3,533,850,000

有形固定資産合計 4,948,747,371

２　無形固定資産

電話加入権 38,560

ソフトウェア 111,347,180

無形固定資産合計 111,385,740

３　投資その他の資産

長期性預金 1,800,000,000

投資有価証券 1,299,550,348

破産更生債権等 7,476

貸倒引当金 △ 7,476

敷金保証金 64,872,000

投資その他の資産合計 3,164,422,348

固定資産合計 8,224,555,459

資産合計

貸　　借　　対　　照　　表
（令和３年３月31日）
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14,267,310,931



（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 24,221,267

未払費用 43,295,000

未払法人税等 34,200

預り金 9,419,320

引当金

　賞与引当金 1,079,030

　　　流動負債合計 78,048,817

Ⅱ　固定負債

引当金

退職給付引当金 25,983,265

　　　　固定負債合計 25,983,265

負債合計 104,032,082

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 92,838,586,264

民間出資金 57,100,000

　　　　資本金合計 92,895,686,264

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 148,873,785

その他行政コスト累計額（注） △ 43,571,440

減損損失相当累計額（注） △ 40,863,440

除売却差額相当累計額（注） △ 2,708,000

　　　　資本剰余金合計 105,302,345

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失

（うち当期総利益 414,013,794 )

繰越欠損金合計

　純資産合計 14,163,278,849

14,267,310,931

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

負債・純資産合計

△ 78,837,709,760

△ 78,837,709,760



（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

業務費 230,277,512

一般管理費 59,077,024

　　　臨時損失 376,393

法人税、住民税及び事業税 34,200

　損益計算書上の費用合計 289,765,129

0

Ⅲ　行政コスト 289,765,129

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

文献情報提供勘定

Ⅱ　その他行政コスト



経常費用

（１）有形固定資産業務費

人件費 31,848,878

業務委託費 52,800

支払リース料 32,472

賃借料 656,811

租税公課 5,563,664

水道光熱費 3,712,446

通信運搬費 38,355

（２）無形固定資産旅費交通費 7,378

消耗品費 2,063,183

諸謝金 311,092

役務費 78,989,704

減価償却費 100,861,080

賞与引当金繰入 1,079,030

退職給付費用 5,060,619 230,277,512

一般管理費

賃借料 47,520

租税公課 4,079,459

水道光熱費 223,346

消耗品費 679,280

諸謝金 11,517

役務費 5,214,811

減価償却費 45,091,279

その他の管理経費 3,729,812 59,077,024

　　経常費用合計 289,354,536

損　　益　　計　　算　　書
（令和２年４月１日～令和３年３月31日）
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経常収益

科学技術情報売上高 537,526,527

寄附金収益（注） 5,080,000

財務収益

受取利息 52,249,783

雑益 108,909,559

経常収益合計 703,765,869

経常利益

臨時損失

固定資産除却損 376,393 376,393

臨時利益

厚生年金基金代行返上益 13,054

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税 34,200

当期純利益

当期総利益

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

414,013,794

414,411,333

414,047,994

414,013,794



文献情報提供勘定 （単位：円）

減損損失相当
累計額（△）

除売却差額相
当累計額（△）

うち当期総利益
（又は当期総損

失（△））

当期期首残高 92,838,586,264 57,100,000 92,895,686,264 148,873,785 △40,863,440 △2,708,000 105,302,345 △79,251,723,554 － △79,251,723,554 13,749,265,055

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却

固定資産の減損

その他の資本剰余金の当期変
動額（純額）

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の
     当期変動額

(１)　利益処分（又は損失処理）によ
　　　る取り崩し

(２)　その他

当期純利益 414,013,794 414,013,794 414,013,794 414,013,794

当期変動額合計 - - - - - - - 414,013,794 414,013,794 414,013,794 414,013,794

当期末残高 92,838,586,264 57,100,000 92,895,686,264 148,873,785 △40,863,440 △2,708,000 105,302,345 △78,837,709,760 414,013,794 △78,837,709,760 14,163,278,849

（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

純資産合計
政府出資金 民間出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

当期未処分利
益（又は未処理

損失（△））

利益剰余金（又
は繰越欠損金

（△））合計

資本剰余金合
計

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金（又は繰越欠損金）

純　資　産　変　動　計　算　書



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 32,141,588

業務活動に伴うその他経費支出 △ 73,166,086

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 6,125,608

業務収入 464,239,183

寄附金収入 5,080,000

その他の収入 109,906,626

　　　小　　計 467,792,527

利息の受取額 52,147,169

法人税等の支払額 △ 34,200

業務活動によるキャッシュ・フロー 519,905,496

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 16,000,000,000

定期預金の払戻による収入 16,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 21,461,856

無形固定資産の取得による支出 △ 48,302,815

有価証券の償還による収入 20,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 49,764,671

Ⅲ 資金増加額 470,140,825

Ⅳ 資金期首残高 1,010,546,547

Ⅴ 資金期末残高 1,480,687,372

キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

文献情報提供勘定 （単位：円）
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Ⅰ　当期未処理損失 78,837,709,760

当期総利益 414,013,794

前期繰越欠損金 79,251,723,554

Ⅱ　損失処理額 0

Ⅲ　次期繰越欠損金 78,837,709,760

損失の処理に関する書類



注　記　事　項
 

Ⅰ． 重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

建物　　　　　２～43年

構築物　　　　２～38年

機械装置　　　２～８年

工具器具備品　２～18年

（２）無形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

工業所有権　　　　10年

ソフトウェア　　　５年

２．引当金の計上基準

（１）売掛金に対する貸倒引当金

売掛金のうち、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

（２）賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上している。

（３）退職給付引当金

役員、職員及びその他任期付職員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

 ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。　

退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については期間定額基準によっている。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしている。

３．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券　　 償却原価法を採用している。

準注解』」（令和２年３月26日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立

行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和２年６月最終改訂）（以下、独立行

政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表等を作成している。

　当事業年度より、改訂後の「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基



４．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

Ⅱ． 重要な債務負担行為

該当なし

Ⅲ． 税効果会計

繰延税金資産の主な原因別内訳

繰延税金資産

税務上繰越欠損金

退職給付引当金繰入超過額

減価償却超過額

賞与引当金繰入超過額

貸倒引当金繰入超過額

繰延税金資産　小計

控除：評価性引当額

繰延税金資産　合計

Ⅳ． 重要な後発事象

該当なし

（単位：円）

項目 令和３年３月31日現在

472,177,923

1,209,205,803

1,209,205,803

0

6,559,215

730,194,388

272,390

1,887



Ⅴ． 固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するために

必要な会計情報

１ ．貸借対照表関係

　その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した

資産に係る金額

円

当金額は資本金と資本剰余金の比率で按分した金額により算出している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２ ．行政コスト計算書関係

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 円

自己収入等 円

法人税等及び国庫納付額 円

機会費用 円

円

（２）機会費用の計上方法

政府出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　機会費用算定に用いた利子率は、決算日における10年利付国債の

利回りを参考にして、0.12%で計算している。

３ ．キャッシュ・フロー計算書関係

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能な預金

からなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

　該当なし

△ 43,501,725

5,480,687,372

289,765,129

△703,778,923

△34,200

111,532,666

△ 4,000,000,000

1,480,687,372

△302,515,328独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト



４ ．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

　文献情報提供勘定においては、文献情報提供事業収益による資金余剰が生じた際

には、短期又は長期の預金及び国公債等に限定した運用を行っている。

　投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国公債等を保有

しており株式等は保有していない。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りである。

（単位：円）

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

①現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっている。

②売掛金

　売掛金については回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額をもって時価としている。

③長期性預金

とから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によって

いる。

④投資有価証券

　満期保有目的の債券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっ

ている。

⑤破産更生債権等

　破産更生債権等については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を

算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高

を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としている。

　　長期性預金の時価については、変動金利であり短期間で市場金利を反映するこ

①現金及び預金 5,480,687,372 5,480,687,372 0

②売掛金 447,174,999 447,174,999 0

貸借対照表
時価 差額

計上額

⑤破産更生債権等 7,476

　貸倒引当金 △ 7,476 0 0

④投資有価証券 1,299,550,348 1,512,551,000 213,000,652

　　満期保有目的の債券 1,299,550,348 1,512,551,000 213,000,652

③長期性預金 1,800,000,000 1,800,000,000 0



５ ．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：円）

期末における退職給付債務

（３）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：円）

期首における年金資産

　期待運用収益

　数理計算上の差異の当期発生額

　事業主からの拠出額

　退職給付の支払額

　制度加入者からの拠出額

期末における年金資産

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度を採用している。

　確定給付企業年金制度（積立型制度である｡)では、給与と勤務期間に基づ

いた一時金又は年金を支給する。

　退職一時金制度（非積立型制度である｡)では、退職給付として、給与と勤

務期間に基づいた一時金を支給する。

　勤務費用 2,600,612

　利息費用 92,550

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 906,707

期首における退職給付債務 29,966,607

　制度加入者からの拠出額 165,039

43,958,295

7,169,356

150,556

　退職給付の支払額 △ 853,471

1,327,093

　勘定間異動影響額 10,899,548

1,994,117　過去勤務費用の当期発生額

17,428,352

818,588

△ 853,471

165,039

　勘定間異動影響額 8,638,137

　代行返上による影響額 13,054



（４）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び

　　前払年金費用の調整表

（単位：円）

積立型制度の退職給付債務

年金資産

積立型制度の未積立退職給付債務

非積立型制度の未積立退職給付債務

小計

未認識数理計算上の差異

未認識過去勤務費用

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

退職給付引当金

前払年金費用

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

（５）退職給付に関連する損益

（単位：円）

勤務費用

利息費用

期待運用収益

過去勤務費用の費用処理額

数理計算上の差異の費用処理額

勘定間異動影響額

代行返上による影響額(※)

合計

(※)代行返上による影響額△13,054円は損益計算書上の厚生年金基金代行返上益

 (臨時利益)となっている。

（６）年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。

債券

株式

現金及び預金

その他

　合計

（７）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の

配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益

率を考慮している。

25.5%

3.3%

9.5%

100.0%

△ 142,221

2,261,411

5,047,565

61.7%

△ 13,054

-

25,983,265

2,600,612

92,550

△ 150,556

398,823

20,847,139

26,529,943

1,048,616

△ 1,595,294

25,983,265

25,983,265

23,111,156

△ 17,428,352

5,682,804



（８）数理計算上の計算基礎に関する事項

　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.29%

長期期待運用収益率 2.10%

６ ．有価証券関係

満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：円）

７ ．厚生年金基金の代行部分の返上について

　当機構は、厚生年金基金の代行部分について、平成28年10月１日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、令和２年10月16日に国への返還額の納付が完了した。

 これに伴い、厚生年金基金代行返上益として納付額と最低責任準備金との差額 

13,054円を臨時利益に計上している。

財投機関債 0 0 1,300,000,000 0

区 分 １年以内 １年超５年以内５年超10年以内 10年超



附　属　明　細　書
文献情報提供勘定

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）

　　及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

7,476

差引当期末残高 摘　　要
当 期 償 却 額 当 期 減 損 額

減損損失累計額

0 1,376,694,238

- 40,850,000 0 3,542,382,017

3,097,903 0

5,564,986 131,452,555 2,920,643,075

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却累計額

構築物 50,598,811 0 0 50,598,811 35,824,944

1,444,571,959 49,553,805 99,376,878

13,515,489761,584 1,258,378 0

有形固定資産 建物 3,046,530,644

工具器具備品 44,865,155 15,160,970 1,651,954 58,374,171 42,218,552

0 0 0 8機械装置 35,747,326 0 0 35,747,326 35,747,318

3,097,903 0 0 16,155,619

- 0 0

0 1,406,365,354

非償却資産 工具器具備品(絵画) 8,532,017 0 0 8,532,017 -

1,558,362,773 53,413,292 100,635,256計 3,177,741,936 20,725,956 133,104,509 3,065,363,383

8,532,017

計 3,583,232,017 0 0 3,583,232,017 -

- 40,850,000 0 3,533,850,000土地 3,574,700,000 0 0 3,574,700,000 -

構築物 50,598,811 0 0 50,598,811 35,824,944

1,444,571,959有形固定資産合計 建物 3,046,530,644 5,564,986 131,452,555 2,920,643,075

0 0 35,747,326 35,747,318

0 1,376,694,23849,553,805 99,376,878

13,515,489761,584 1,258,378 0

0 0

0

8,532,017

3,533,850,000

16,155,619

0

工具器具備品 44,865,155 15,160,970 1,651,954 58,374,171 42,218,552

0 8機械装置 35,747,326

1,558,362,773

0 8,532,017

土地 3,574,700,000 0 0 3,574,700,000 -

- - 0工具器具備品(絵画) 8,532,017 0 0

- 40,850,000

27,894 0 0 0無形固定資産 工業所有権 304,346 0 0 304,346 304,346

53,413,292 141,485,256 0 4,948,747,371計 6,760,973,953 20,725,956 133,104,509 6,648,595,400

ソフトウェア 474,783,593 17,535,100 421,200 491,897,493 380,550,313

-電話加入権 52,000 0 0 52,000 0 38,560- 13,440

111,347,18092,511,173 0 0

492,253,839

1,800,000,000-

13,440

-

-

0 111,385,740

投資その他の資産 長期性預金 1,800,000,000 0 0 1,800,000,000 -

380,854,659 92,539,067

0 0

計 475,139,939 17,535,100 421,200

-

破産更生債権等 7,476 0 0 7,476 - -

投資有価証券 1,299,502,818 47,530 0 1,299,550,3481,299,550,348

- - 3,164,429,8243,164,429,824 -

- - - 64,872,00064,872,000

-

- -

- - - -

計 3,164,382,294 47,530 0

敷金保証金 64,872,000



２．有価証券の明細

投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

財投機関債

３．引当金の明細

賞与引当金の明細

（単位：円）

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

売掛金に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

(注)

(注)

（注）貸倒引当金の算定方法については、重要な会計方針のうち「２．引当金の計上基準 (１)売掛金に対する貸倒引当金」に記載している。

５．退職給付引当金の明細

（単位：円）

退職給付債務合計額

６．資本剰余金の明細
（単位：円）

減資差益

民間出資金払戻差額

　　　　　計

満期保有目的債券

摘　　要
当期費用に含まれた

評価差額
種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額

売  掛  金

区　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

年金資産 7,169,356 11,112,467 853,471

計 1,299,049,000

第39回住宅金融支援機構債 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 0

1,300,000,000 1,299,550,348 0

第５回国際協力機構債 299,049,000 300,000,000 299,550,348 0

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当　　期　　減 少　　額

期 末 残 高 摘　　要
目 的 使 用 そ の 他

貸借対照表
計上額合計

1,299,550,348

摘　　要
期 首 残 高 当 期 増 減 額 期 末 残 高 期 首 残 高 当 期 増 減 額

賞 与 引 当 金 1,063,093 1,079,030 1,063,093 0 1,079,030

期 末 残 高
区　　　　分

売 掛 金 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

0一般債権 373,887,655 73,287,344 447,174,999 0 0

期 末 残 高 摘 要

7,476

計 373,895,131 73,287,344 447,182,475 7,476 0 7,476

破産更生債権等 7,476 0 7,476 7,476 0

確定給付企業年金基金に係る債務 10,921,154 14,227,629 2,037,627 23,111,156

29,966,607 17,410,045 3,418,357 43,958,295

退職一時金に係る債務 19,045,453 3,182,416 1,380,730 20,847,139

17,428,352

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 △ 1,042,963 2,910,072 2,413,787 △ 546,678

区　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

退職給付引当金 21,754,288 9,207,650 4,978,673 25,983,265

119,925,024 0 0 119,925,024

28,948,761 0 0 28,948,761

148,873,785 0 0 148,873,785



７．役員及び職員の給与の明細

（注）１．役員（含非常勤役員）報酬基準の概要

　　　　　国立研究開発法人科学技術振興機構役員報酬規程に基づき支給。

　　　２．職員給与基準の概要

　　　　　国立研究開発法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　３．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　４．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費等が含まれる。

　　　　　（法定福利費等： 5,147千円）

　　　５．（　）は、非常勤の役職員に対するもので、外数である。

　　　６．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

９．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

区　分
報　酬　又　は　給　与 退 　職 　手 　当

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円） 支給人員（人）

役 員
(2) (1) (0) (0)

193 6 0 0

職 員
(6,670) (1) (0) (0)

21,716 6 0 0

(0)

21,909 12 0 0

普 通 預 金 1,480,578,122

合 計
(6,673) (2) (0)

８．開示すべきセグメント情報

内　　　　　　 訳 金　　　　　　 額

現 金 109,250

定 期 預 金 4,000,000,000

合 計 5,480,687,372


